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請求年月 請求概要

ア 開示・不(部分）開示決定

イ
文書不存在理由とする不開
示決定

青森県 有 Ｈ１８．７

「日本国憲法の前文の目的完
成の解釈と科学的全体奉仕な
どの公務員法の目的の解釈を
○○と解釈してあるのか、○○
と解釈してあるのか、どちらを事
前に選択してきたのかの公務基
礎資料を請求する。」のように、
請求趣旨が理解できない請求。

ア 補正要求 ア 文書 エ 回答なし エ
文書不特定を理由とする却
下

岩手県 無

ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

②開示請求を窓口で受け付ける
場合には，出来る限り担当する
課等の職員を同席させ，行政文
書の特定が円滑に行われるよう
にしている。また，ＦＡＸ，電子
メール，郵送等による開示請求
があった場合で，文面のみでの
特定が困難な場合には，担当課
職員等が請求者に対して直接
連絡をとって内容を確認した上
で，行政文書の特定を行う。

イ 回答あり・文書不存在 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

③ＦＡＸや電子メールの場合も
考えられるが，主には口頭や電
話によって確認している。

秋田県 有 複数

・○○に関するいっさいの文書
・○○に関する記録すべて
というように、具体的な文書が特
定できない請求

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

ア 補正要求 イ ＦＡＸ

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話

福島県 無

茨城県 無

栃木県 有 H18.3

○○○○（土地買収に関して）
に関する文書
※ ○○○○という語句が土地
買収に関する行政資料のどこに
も記載されていない単語であ
り、文書の特定や当該事務を担
当する部署を特定することが困
難であった。

エ

請求趣旨
の確認
と、請求
書の文言
の追加等
を求めた

エ 口頭・電話 オ

趣旨確認に回答は行ったが
要領を得ず、結果的に、請
求人が求める文書は存在し
なかった。

イ
文書不存在理由とする不開
示決定

群馬県 有
H18.3
H18.5

公開質問状への回答を求めま
す。

ア 補正要求 ア 文書 オ

３月の分の補正要求に関し
ては異議申立てがなされた。
５月分の補正要求に関して
は回答がなされたが、１回目
の回答だけでは文書を完全
に特定できず、その後再度
の補正を行いようやく文書の
特定がなされた（一部につい
ては、再々補正）。

オ

文書が存在しているものは開
示及び部分開示決定を行っ
た。請求者の主観だけで実
際に文書が存在しないもの
は不存在決定を行った。な
お、３月の補正要求に関して
は補正がなされなかったの
で、却下決定を行った。

埼玉県 有 Ｈ１７．７ 著作権に関する公文書の全部 ア 補正要求 オ 備考参照 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

③本件は、電子申請システムを
利用した請求であり、請求を受
けた際に不明な点があったこと
から、電子申請システムから補
正を要求した。

千葉県 質問県

東京都 有 Ｈ１８．７

医療法、医師法、生活保護法に
基づく病院の開業許可、検査
（監視）指定医療機関指定に伴
う①都立として設立された国立
○○園、②都立○○病院の中
に宗教施設（教会、寺院、神
社）が建立されている事に不審
に思わず合格してきた正当なる
理由になる文書全文

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 イ 回答あり・文書不存在 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

神奈川県 有 Ｈ１８．７ 医療用機器の入札関係書類 ア 補正要求 ア 文書 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

新潟県 無

富山県 有 H18.5

「平成○年○月○日から平成○
年○月○日までの、○○協議
会に関する行政相談の記録の
全部」

ア 補正要求 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

北海道 有 文書 ア 回答あり・文書特定

複数 口頭・電話イ エ

イ 趣旨確認 ア
児童相談所に対する児童虐待
に関する各種文書

宮城県 有
文面だけを見て行政文書を特
定するのが困難なものは，多数
ある。

⑤決定②請求への対応 ③手段 ④請求者の対応
(1)事例
の有無

(2)①請求概要

Ｈ１７．１２

②の（ア）については、FAXで修
正内容を確認しあうこともある
が、電話等で口頭確認した内容
を開示請求書に書き込んで対応
する場合もある。

趣旨確認

開示請求者が直接窓口に来た
場合は担当課職員とともに話を
聞いて開示請求したい文書の
特定を行うが、郵送又はFAXで
開示請求があった場合は記載
内容がよく分からないことが多
いため、請求者と連絡を取り、
確認するようにしている。

ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

特定困難な請求に対する対応調査結果

都道府県 備　考

山形県 有 複数



請求年月 請求概要
⑤決定②請求への対応 ③手段 ④請求者の対応

(1)事例
の有無

(2)①請求概要

特定困難な請求に対する対応調査結果

都道府県 備　考

ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

イ 回答あり・文書不存在 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

福井県 有 Ｈ１８．７

福井県が、○○年度～○○年
度の各年度において、△△事
業を行う団体に対して提供した
資金その他の援助の内容およ
び提供先名
※当該請求については、△△
事業そのものを直接所管する部
署が県にないことに加え、対象
団体の特定もされていない中、
県有施設の使用料減免や団体
に対する講師派遣といったもの
まで含めて県全体におけるす
べてを公開せよとの主張であっ
た。

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 オ

本事例の場合、文書の検索
（該当事案の存否自体の確
認）に困難を伴うものであっ
たが、こういう内容が知りたい
という請求者の思いの回答
はあったため、聞き取りした
範囲での事案検討を行って
対応した。

ア 開示・不(部分）開示決定

山梨県 無

長野県 有 Ｈ１８．２

○○年○月○日に県監査委員
から通知した文書に関係する県
関係の総ての文書

ア 補正要求 ア 文書 ア 回答あり・文書特定 オ

文書を特定することはできた
が、対象公文書が大量であ
るため、決定期限を延長して
いる。

岐阜県 有 Ｈ１８．８
県の○○事業に関する資料の
すべて

ア 補正要求 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

②請求内容に関する対象文書
の一覧表を請求者へ示して、必
要な情報が入った公文書を特定
してもらい請求書を補正した。

静岡県 有 H17.9
土地収用法第４条を引用した上
で、「該当書類」とだけ記載した
請求。

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

愛知県 有 Ｈ１７．４

「職務に関連して作成したメモ
に基づいて作成した公文書」
どの行政文書がメモに基づいて
作成されたものかが分からず、
文書を特定することができない
請求。

ア 補正要求 ア 文書 エ 回答なし ウ
文書不特定を理由とする不
開示決定

三重県 有 Ｈ１７．１２

所定の決裁手続を経ないで、県
が被告又は原告となった裁判に
おいて、裁判所に提出された準
備書面証拠等の全ての文書

イ 趣旨確認 ア 文書 イ 回答あり・文書不存在 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

滋賀県 無

京都府 有 Ｈ１６．１２

「○○土木事務所における平成
１４、１５、１６年度の残業手当の
支払い状況の判るもの　平成１
４、１５、１６年度の経費の支払
状況」
・残業手当とは時間外勤務手当
と休日勤務手当の合計でよい
か。また、個人別ではなく全職
員に支給した各年度ごとの総額
でよいか。
・経費の支払状況については旅
費、需用費、備品購入費が対象
ということでよいか。また、各年
度ごとの支出総額でよいか。

イ 趣旨確認 ア 文書 エ 回答なし オ

担当課が請求内容につい
て、こういうことでよいかと請
求者に提案した内容に対し
て、請求者がそれでよいと回
答したものとみなして文書を
特定し決定を行った

大阪府 無

兵庫県 有 Ｈ１８．７外

「○○に関する全図書」、「□□
管内の△△法に関する全図書」
というように、対象範囲が広すぎ
る請求

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

奈良県 有 Ｈ１８．４
平成１３年度以降の○○事務所
全ての書類

ア 補正要求 ア 文書 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

和歌山県 有 Ｈ１７．４

不当な目的（宅地造成等規制
法違反を認めさせる工事妨害）
のために、県職員が、依頼業者
に公表した宅地造成等規制法
違反に関する情報内容

ア 補正要求 ア 文書 オ
開示請求者から補正する意
思のない旨の回答があっ
た。

ウ
文書不特定を理由とする不
開示決定

鳥取県 無

島根県 有 H18.3

年度を特定しない「○○（法人
名）の財務内容のわかる書類一
切及びそれに関連する書類一
切」といった内容の請求。

ア 補正要求 ア 文書 ア

回答あり・文書特定
※回答は必ずしも適切なも
のではなかったが、処理担
当課が請求趣旨等を踏まえ
て特定した。

ア 開示・不(部分）開示決定

①通常はイによるが、本件は対
象文書が膨大となるため補正命
令を行った。
③問②の回答がイ（趣旨確認）
ならエ（口頭・電話）

岡山県 無

広島県 有 H16.10

ある部署の分掌事務のほとんど
に関する２年分のすべての文書
の開示を求めるといった，文書
特定が不十分な開示請求が
あった。

ア 補正要求 ア 文書 ウ 回答あり・文書不特定 オ
補正に応じないことを理由と
して却下決定を行った。

石川県 Ｈ１６．１２ ア補正要求

県税の滞納状況及び免除申
請、処分延滞金、訴訟に関する
資料一切
平成６年度～平成１６年１２月６
日までの分

有 文書ア



請求年月 請求概要
⑤決定②請求への対応 ③手段 ④請求者の対応

(1)事例
の有無

(2)①請求概要

特定困難な請求に対する対応調査結果

都道府県 備　考

山口県 有 Ｈ１６．６

「山口県が㈱○○○へ発注した
全ての工事（Ｈ１４年、Ｈ１５年
分）」のように、一読しただけで
は、公文書の種類、発注した出
先機関等が特定できない請求

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 オ

請求に係る公文書が多岐・
多量であり、内容の審査に時
間を要するため、決定期間
の延長を行ったが、審査中
に請求者から取下げの申出
があった。

ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

イ 回答あり・文書不存在 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

香川県 有 H15.7

本県が当事者である訴訟に、本
県が費やした公金の額（ただし
事件ごとの額）がわかる行政文
書

ア 補正要求 ア 文書 ウ 回答あり・文書不特定 エ
文書不特定を理由とする却
下

愛媛県 有 Ｈ１８．４

「○○○○」を批判した○○の
見解が新聞に掲載されている
件について、その見解の是非な
どについて県で審議したことが
わかる文書

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 イ 回答あり・文書不存在 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

高知県 有 Ｈ１８．４

・平成16年、17年、○○町交付
金配分一切の資料
・4月10日　△△町役場、ＪＡ×
×　指導内容
（単語の列挙のみで請求文書
の特定が困難）

ア 補正要求 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定
④口頭で確認。窓口で追記。
※調査回答者に電話で確認

福岡県 有 H18.5
○○市○○○における糖尿病
のためのウォーキングに際して
の危険な犬について

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

佐賀県 有 Ｈ１８．２

平成○年○月○日以降、○○
に絡み、国、県、市町、関係会
社が相互にやりとりした文書

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

事務取扱要領において、請求書
の内容に不明確な箇所等がある
場合には、請求の趣旨、内容を
十分に聴取することとしている。
また、補正の要求については、
所定の様式による補正命令のほ
か、ファクシミリ又は電子メール
によることができるものとしてい
る。

長崎県 有 Ｈ１８．６

長崎市○○木場で平成３年９月
に襲来した台風により陸に打ち
上げられた船が平成１２年度前
後に県によって撤去されたが、
この作業に関する文書のすべ
て

エ 備考参照 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

②○○貯木場を管理する県の
地方機関において、すべての保
管文書を調査したが、それに該
当する可能性がある文書はみつ
からなかった。

熊本県 無

Ｈ１８．７

収監者から郵送で請求書が提
出されたが文字が著しく乱雑で
解読不可能であったため請求
の内容が理解でなかった。

エ 備考参照

②収監者であるため書面による
対応しか方法がなく、解読可能
な文字で請求するよう期限を設
けて補正命令書を郵送したが、
期限を経過しても回答がなかっ
たため、非公開決定を行った。

Ｈ１７．３

「保健師さんが書いた台帳、又
は相談の記録、家に来た日に
ちと担当者の名前（相談の内
容、答え、指導）」という内容の
請求が提出されたが公文書の
特定ができなかった。

エ 備考参照

②必要事項「文書の発生年度、
所属、誰の家に来た日にち」な
どを追加記入するよう期限を設
けて補正命令書を郵送し再度に
わたって電話連絡した、期限を
経過しても回答がなかったため
非公開決定を行った。

宮崎県 有 複数 ○○の○○がわかる文書 イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

公文書が特定できない場合で
あっても、請求受付時にできる
だけ趣旨確認を行っているた
め、ほとんどトラブルなく終了して
いる。また、開示時に請求の趣
旨と違うと請求者が言う場合に
は、口頭による概要説明や再度
の開示請求等で対応していると
ころである。（請求書の補正につ
いて特化したマニュアルはない

鹿児島県 有
道路位置指定証明書に伴う申
請時の道路位置図及びそれに
類する書類一式

イ 趣旨確認 エ 口頭・電話 ア 回答あり・文書特定 ア 開示・不(部分）開示決定

沖縄県 有 Ｈ１８．４

○○村域内における飛行場用
地で昭和４９年から平成１０年頃
までの間の記事の文書
※他にもいろいろあります

エ 備考参照 イ
文書不存在理由とする不開
示決定

②記載済みの公文書開示請求
書を窓口に提出したので、これ
では意味がわからないと話し、
請求の意図を聞き取り、文書の
ひな形を示し変更を求めた。

有 36 ア 16 ア 14 ア 21 ア 20

無 10 イ 17 イ 1 イ 6 イ 10
計 46 ウ 0 ウ 0 ウ 2 ウ 2

エ 5 エ 18 エ 3 エ 2
オ 1 オ 4 オ 5

計 38 計 34 計 36 計 39

大分県 有

集計

徳島県 有 複数
多くの請求において、文面だけ
で請求者が求める公文書を特
定することは困難である。

趣旨確認イ エ 口頭・電話



請求年月 請求概要
⑤決定②請求への対応 ③手段 ④請求者の対応

(1)事例
の有無

(2)①請求概要

特定困難な請求に対する対応調査結果

都道府県 備　考

複数回答あり 未回答・複数回答あり 未回答・複数回答あり








